
ＩＣＴ導入協議会（第１１回） 
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資料－１

ＩＣＴ施工の普及拡大に向けた取組



ICT活用工事の実施状況

工種
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

公告件数 うちＩＣＴ実施 公告件数 うちＩＣＴ実施 公告件数 うちＩＣＴ実施 公告件数 うちＩＣＴ実施

土 工 １，６２５ ５８４ １，９５２ ８１５ １，６７５ ９６０ ２，２４６ １，７９９

舗装工 － － ２０１ ７９ ２０３ ８０ ３４０ ２３３

浚渫工 － － ２８ ２４ ６２ ５７ ６３ ５７

浚渫工（河川） － － － － ８ ８ ３９ ３４

地盤改良工 － － － － － － ２２ ９

合計 １，６２５ ５８４ ２，１８１ ９１８ １，９４８ １，１０５ ２，７１０ ２，１３２

実施率 ３６％ ４２％ ５７％ ７９％

単位：件

工種
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

公告件数 公告件数 うちＩＣＴ実施 公告件数 うちＩＣＴ実施 公告件数 うちＩＣＴ実施

土 工 ８４ ８７０ ２９１ ２，４２８ ５２３ ３，９７０ １，１３６

実施率 ３３％ ２２％ ２９％

「実施件数」は、契約済工事におけるICTの取組予定（協議中）を含む件数を集計。

＜都道府県・政令市の実施状況＞

○ R１年度は直轄工事におけるICT活用工事の公告件数２，７１０件のうち約８割の２，１３２件で実施。
○ 都道府県・政令市におけるICT土工の公告件数が３，９７０件に増加。実施件数は１，１３６件と約倍増。

＜直轄工事の実施状況＞
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ICT活用工事の実施状況

令和元年度 ICT対象工事

発注者指定型 施工者希望Ⅰ・Ⅱ型 合計

ICT土工

公告工事件数 ２７９ １，９６７ ２，２４６

うちICT実施工事件数 ２７９ １，５２０ １，７９９

実施率 １００％ ７７％ ８０％

ICT舗装工

公告工事件数 ２３ ３１７ ３４０

うちICT実施工事件数 ２３ ２１０ ２３３

実施率 １００％ ６６％ ６９％

ICT浚渫工

公告工事件数 １９ ４４ ６３

うちICT実施工事件数 １９ ３８ ５７

実施率 １００％ ８６％ ９０％

ICT浚渫工（河川）

公告工事件数 ８ ３１ ３９

うちICT実施工事件数 ８ ２６ ３４

実施率 １００％ ８４％ ８７％

ICT地盤改良工

公告工事件数 － ２２ ２２

うちICT実施工事件数 － ９ ９

実施率 － ４１％ ４１％
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直轄工事におけるICT活用工事の受注実績分析

○直轄工事で、これまでにICT活用工事を経験した企業数は、1,450社で、平成28年度末から経験
企業数が約8倍に増加。1企業あたりのICT活用工事受注回数では、複数回経験した企業が平
成28年度末の107社から873社へと約8倍に増加しており、約６割を占める。

○地域を地盤とするC、D等級の企業※において、ICT施工を経験した企業は、受注企業全体の約
半分にとどまっており、こうした企業への普及拡大が必要。
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610社
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・各地方整備局のICT活用工事実績リストより集計
・単体企業での元請け受注工事のみを集計
・北海道、沖縄は除く
・対象期間はH28～R2.3

■一般土木工事の等級別ICT施工経験割合
（平成28年度以降の直轄工事受注実績に対する割合）

数値は等級毎の平成28年度以降の
直轄工事を受注した業者数

（ ）内は一般土木の全登録業者数

全国
企業

地域
企業

50.9％＝
1,144社（ICT施工経験企業）

2,246社（直轄工事受注企業）

Cランク経験企業割合

※直轄工事においては、企業の経営規模等や、工事受注や総合評価の参加実績を勘案し、企業の格付け（等級）を規定

■１企業あたりのICT受注回数と企業数の推移
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は約3.6

倍

３割

６割

・各地方整備局等のICT活用工事実績リストより集計
・単体企業での元請け受注工事のみを集計
・北海道、沖縄含む
・対象期間はH28～R2.3
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都道府県等におけるICT活用工事の実施状況

○ 都道府県・政令市におけるICT土工の公告件数が3,970件、実施件数は1,136件といずれも前年度より増加。
○ 令和元年度よりi-Construction大賞に地方公共団体部門を設置し、各自治体の優れた取組を表彰、共有。

ICT利活用セミナー

令和元年度 i-Construction大賞 大臣賞
静岡県ふじのくにi-Construction推進支援協議会

＜令和元度実施件数上位１０件＞

※各都道府県報告を元に国土交通省整理

上位10 都道府県 実施件数

1 静岡県 120

2 兵庫県 103

3 宮城県 87

4 三重県 85

5 長野県 69

6 京都府 55

7 群馬県 50

8 北海道 38

9 茨城県 35

10 宮崎県 30

＜都道府県・政令市におけるICT土工実施状況＞

工種

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

公告件数
公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

土 工 ８４ ８７０ ２９１ ２，４２８ ５２３ ３，９７０ １，１３６
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ＩＣＴ施工による延べ作業時間縮減効果 （Ｒ１年度）

約３割 縮減
約３割 縮減

約２割 縮減

※ 活用効果は施工者へのアンケート調査結果の平均値として算出。
※ 従来の労務は施工者の想定値
※ 各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率とは異なる。

○ ＩＣＴ施工の対象となる起工測量から電子納品までの延べ作業時間について、土工及び舗装工では
約３割、浚渫工（河川）では約２割、浚渫工（港湾）では約１割の縮減効果がみられた。

平均施工数量：30,818m3

平均施工数量：24,650m3

平均施工数量：10,767m3
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ＩＣＴ施工による延べ作業時間縮減効果 （Ｒ１年度）（土工）

○ H30~R1年度のICT施工の延べ作業時間を比較すると、H30,R1ともに約3割の縮減効果
が得られている。

○ 起工測量、出来形計測においては、従来施工と比べ約5割の縮減効果が得られている。
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○ ＩＣＴの各利用場面における労務増加の要因をアンケート調査より分析
→ICT建機による施工が不向きな現場に対する、対応が必要

起 工 測 量

３ Ｄ 設 計
（ 施 工 用 ）

施 工

出 来 形 管 理
出 来 形 検 査

電 子 納 品

○施工時期が集中し、起工測量日の日程調整に時間が掛かった。 (過年度、全工種同様)
○測量実施が天候によって困難となる。（※１） (過年度、全工種同様)
例：ＵＡＶでは強風時に飛行が困難、レーザースキャナーは降雨後の水面反射。
○降雪地域では全面除雪が必要。（※２）(過年度同様)

○３Ｄデータの作成には、工事契約時に提供された２Ｄ設計データのみでは不足す
るため、変化点の横断面の設計データを作ることとなり、発注図を提供していただ
きたい (過年度、土工・舗装共通)

○発注図の平面図・横断図・縦断図の整合が取れておらず正しい図面を提供して
いただきたい。 (過年度、土工・舗装共通）

○スキャニングを行うため、舗装作業における流れ作業に待ちが生じた。（舗装工）
○施工の規模により、ＴＳ等を用いた場合が効果的な場合がある。（過年度同様）

○※１※２（再掲） (過年度同様)

○ＩＣＴ建機のトラブル時に、修理部品の在庫が少なく時間が掛かった。
○明らかにICT施工が不向きな現場でも、工事成績のために導入せざるを得ない

（過年度、土工・舗装共通） →簡易型ＩＣＴ活用工事の実施

○３Ｄ測量では撮影写真データや点群データなど、出来形管理の根拠データのボ

リュームが大きくデータ書き込みに時間を要するため、データを簡素化していただき
たい。 (過年度、土工・舗装共通)→空中写真測量にてオルソ画像の納品に変更

Ｒ１年度ＩＣＴ施工の分析
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地域企業への普及拡大に向けた簡易型ＩＣＴ活用工事の導入

○起工測量から電子納品の一部の段階で3次元
データ活用を選択することが可能
※ただし、3次元設計データ作成、3次元出来形管理等の
施工管理及び3次元データの納品での活用は必須

○工事成績で加点・各段階で経費を変更計上

3次元設計
データ作成

ICT建設機械に
よる施工

【ICT活用工事】

選択可能な項目

○地域企業へICT活用拡大を図るため、工事の全ての段階で3次元データ活用が必須であったとこ

ろを、一部段階で選択可能とした「簡易型ICT活用工事」を2020年度より導入。

○その際、3次元データの活用に重きを置き、各段階で費用に適切に反映。

○起工測量から電子納品までの全ての段階で
3次元データ活用を必須

○工事成績で加点・経費を変更計上

3次元起工測量

【簡易型ICT活用工事】

3次元データ
の納品

3次元出来形管
理等の施工管理

【簡易型ICT活用工事の概要】

必須項目
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【建設業界等による連携体制の取組み（中部地整）】
アドバイザー制度を活用して、ICT施工初心者(企業)に対する啓発活
動及び3Dデータに対応できる「技術者の育成」

ICT施工の普及拡大に向けた課題と対応策

○ICT施工の普及拡大に対しては、費用面への不安、役員・職員の理解度不足等が課題。
○積算基準の見直しや簡易型ICT活用工事等費用面への対応、経営者向け講習会の実施、更に

一部地域では、業界主体でICT施工未経験企業へのアドバイスを行う取組等を推進。

■ＩＣＴ施工の普及拡大への取組■ＩＣＴ施工の普及拡大への課題

〇投資環境・ＩＣＴ施工への理解・人材育成に対する取組み
・中小規模工事でも採算がとれるよう、工事受注者へアドバイス
・経営者向けの講習会の実施
・各地整での講習会の実施（施工者・発注者向け）

○ICT施工を中小企業に普及させるための課題は費用面に関する
不安感がある。
➣投資環境
「ICT建機」や「測定機器」が高額なため、中小規模工事での
導入コストの投資に見合わないことや、工事での採算性に不安
がある。
➣費用面
ICT施工に必要な機材の初期コストや建設機械が高い。

➣ICT施工への理解度不足や人材育成
企業役員・職員の理解不足
企業職員に３次元に係る人材がいない。

契約企業、建設業協会意見聴取結果【中国地整】

〇費用面に対する取組み
・積算基準の見直し（間接費に３Ｄ出来形管理費用を計上）
・簡易型ＩＣＴの活用（ＩＣＴ建機を使わなくＩＣＴ活用工事として費用計上）
・３Ｄ測量や設計などＩＣＴ施工に関するサポート費用の計上

（「中国 Ｌｉｇｈｔ ＩＣＴ」「ICT専任講師制度（四国地整）」）

費用面に関する
不安

理解度不足、
人材育成
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研修事業の実施

H28年度 H29年度 H30年度 令和元年度
施工業者向け 281 356 348 441
発注者向け 363 373 472 505
合計※ 644 729 820 946

■i-Constructionに関する研修

※施工業者向けと発注者向けの重複箇所あり

■見学会の状況

ＩＣＴ建設機械の説明見学会開催状況（全景）

○ICT施工の未経験者への普及拡大及びICT施工の知見を深めるため、各地方整備局において定期
的に施工業者及び発注者向けの研修や現場見学会等を実施している。
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ＩＣＴ施工における積算基準の拡充

発注者

O
K

③ICT建設機械による
施工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる設
計・施工計画

３次元設計データ等
を通信

共通仮設費
（技術管理費）

共通仮設費
（技術管理費）

共通仮設費
（技術管理費）見積のバラツキ 見積のバラツキ 経費の乖離

共通仮設費
（技術管理費）

直接工事費
（賃料）

・ 保守点検費
・ システム初期費

賃料の地域差

項 目 計上項目 積算方法
① 3次元起工測量 共通仮設費 見積徴収 による積上げ
② 3次元設計データ作成 共通仮設費 見積徴収 による積上げ

③
ICT建機施工 直接工事費 損料または賃料
（保守点検） 共通仮設費 算定式 による積上げ
（システム初期費） 共通仮設費 定額 による積上げ

④ 3次元出来形管理 共通仮設費 率計上（通常工事と同率）
⑤ 3次元データ納品 共通仮設費 率計上（通常工事と同率）

その他 社員等従業員給与手当
や外注経費等 現場管理費 率計上（通常工事と同率）

積算方法の改定
見積徴収
見積徴収
市場の単価を反映
算定式
定額
補正係数の設定
補正係数の設定

補正係数の設定

現 行 改定（案）

※直接工事費約１億円の河川工事の場合、
工事価格約153百万円→約155百万円（約200万円:1.3%)増

⑤
3次元
ﾃﾞｰﾀ
納品

ICT施工のフロー

（ICT建機賃料の改定含む）

共通仮設費
補正 1.2

現場管理費
補正 1.1

工 事
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ＩＣＴ活用工事における小規模施工の積算対応

○現場条件により、標準のICT施工機械（クローラ型山積0.8m3）が施工現場に搬入でき
ない、又は配置できない場合などは、標準積算によらず見積りを活用するなど適正な予定
価格を設定。

0
50

100
150
200
250
300

5千m3未満 5千m3以上1万m3未満 1万m3以上5万m3未満 5万m3以上

↓H31.4～ ↓H30.4～ ↓従前の区分

施工土量別の工事件数(H30年度)

日当り施工量
【レキ質土・砂・
砂質土・粘性土】
×【障害なし】

250㎥/日 290㎥/日 350㎥/日 550㎥/日

現場条件により、標準のICT施工機械※より
も
規格の小さい施工機械を用いる場合は、
標準積算によらず見積りを活用
標準のICT施工機械を活用する場合、5,000m3未満の工事
における日当たり施工量には、施工土量による差は見られない。

※バックホウクローラ型山積0.8m3 12



地方公共団体へのＩＣＴ施工普及に向けた取組

現場支援型モデル事業（Ｈ２９～Ｒ１）

○ICT活用工事を、地方自治体発注工事等に広く普及を図るため、地方自治体発注工
事をフィールドとして、H29年度～R1年度 現場支援型モデル事業を実施してきた。

○本事業では、地方自治体が設置する協議会の下、ICTを活用する工程計画の立案
支援、ICT運用の指導等により、広くICT導入効果を周知することにより普及を促進。

粗
掘
削

繰り返し作業

丁張り作業の
削減
作業時間
の短縮

法
面
整
形

丁張りレス施工の提案ICTを生かした効率的な広域施工計画を提案

ＩＣＴ施工技術支援者育成取組（Ｒ２～ ）

○ＩＣＴ施工に踏み出せない中小建設業者に対し、現場条件に見合った活用方法等を
適切にアドバイスできる人材・組織を育成により普及を促進する。

○地方公共団体のICT施工担当者等に対して、研修を通じて中小規模工事の事例を提
供しICT活用の知見の習得をすすめることで人材･組織の育成を支援する。

中小建設業者のICT施工を支援
する人材・組織の育成を実施

・中小建設業に技術支援（アドバイス）を行える仕組みが必要

育成した人材・組織

支援

13



ICT施工の知見を共有・拡大するICT普及拡大協議会（仮称）の設置

・・・・・・・・・

人材・組織を育成
・県技術センター
・業団体等

支援

地方公共団体

ＩＣＴ担当部署

中
小
建
設
業

中
小
建
設
業

市
町
村
等

課題共有・技術支
援

関
連
業
団
体
等

〇地方整備局、サポート事務所による支援
・ＩＣＴ活用に関する講習会・見学会・シンポジウム
等の情報を協議会構成員に提供し基礎的な知見
を習得する機会を提供

・トップランナーの先進事例を共有する場を提供

〇ＩＣＴ施工技術支援者育成取組※ （Ｒ２～ ）

・中小建設業におけるICT施工の普及促進にむけ
て、ICT施工の指導・助言が行える人材・組織を
全国各地に育成

講習会・見学会に参加

※

○○県ICT普及協議会（仮称）

STEP１
ICT施工を支援する人材・組織の育成を実施

STEP２
中小建設業の技術者にICT施工の支援を実施

地方整備局
サポート事務所等

＜中小建設業における課題＞
・ＩＣＴ施工に踏み出せない企業が多い
・ＩＣＴ施工に対応できる技術者不足
・ＩＣＴ施工の技術者指導体制がまだまだ不足

＜ICT施工の専門知識を習得＞

・ＩＣＴを活用した施工計画の立案
や運用の課題について、座学や
実現場を用いた教育・訓練

○地方公共団体へのICT施工普及促進には中小建設業に技術支援（アドバイス）を行える仕組みが必要

○地方公共団体において、ICT施工に関する課題共有や知見の蓄積を目的とした協議会等の設置を促進
○国土交通省は各種講習会・見学会を周知し参加を促すことや、協議会等の構成者に対してICT施工に関

わる教育・訓練を行い、ICT施工に踏み出す中小建設業に対する技術支援の体制構築を目指す

14



29,169

29,144 （非ICT型）283 0.9%

25 0.1％

5,000 8,000 29,000 30,0004,0003,0002,0001,0000 7,0006,000

35,559

132 ２％

1,848

834
2,107
（非ICT型）

2,941
28%

5561,373 34,186 （非ICT型）

43,398 （非ICT型）2,339 2,749

7,105 （非ICT型）

7,237

1％4％

5％ 6％

25%

345
12%

45,737

46,0005,0004,0003,0002,0001,000 6,000 7,000 8,000 35,000 36,000 45,0000 34,00033,00032,00031,00030,00029,000

■土工の主要３機種（標準的な規格のもの） におけるICT施工対応型建設機械の保有状況

○バックホウ(0.28㎥以上)、ブルドーザ、ローラのICT化は一定の進展（約5,100台）
○今後、中小規模工事におけるICT施工の普及には、小型バックホウ(0.28㎥未満)のICT化が重要

ＩＣＴ施工対応型建設機械の保有状況

※3

※2※1

※1:本アンケート調査は、(一社)日本建設業連合会、 (一社)日本
機械土工協会、 (一社)日本建設機械レンタル協会の会員企業を
対象に実施(令和元年12月)

※2:建設機械を保有していないと回答いただいた企業を含めるとＮ＝
４９社

※3:バックホウ0.28㎥以上、ブルドーザ、ローラの３機種
※4:ＩＣＴ施工対応型建設機械と非ICT型建設機械の合計台数

主要３機種
合計台数

ブルドーザ

ローラ

バックホウ
0.28㎥以上

■小型ICT施工対応型バックホウ（0.28㎥未満）の保有状況

関連企業（Ｎ=３６社）への
アンケート調査結果

ICT施工対応型建設機械 ICT後付装置

小型バックホウ
0.28㎥未満
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（効果向上のためのICT施工を巡る取り組み）
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ICT活用業務の積算対応について

設計業務等積算基準書の記載内容について、現場状況や業務実態等を踏まえて、修正・追記・削除を行う。

１．改定概要

設計業務等積算基準書の修正内容の一例
改 正 現 行

１－４ 測量業務費の積算方式

１－４－１ 測量業務費

３．測量調査費

測量調査費については、「土木設計業務等積算基準」による。

測量調査についての運用は、別表第２による。

なお、「３次元ベクトルデータ作成」及び「３次元設計周辺

データ作成」については「ＩＣＴの全面的な活用の推進に関す

る実施方針」で定められている各実施要領に基づき、測量調査

費として計上するものとする。

１－４ 測量業務費の積算方式

１－４－１ 測量業務費

３．測量調査費

測量調査費については、「土木設計業務等積算基準」による。

なお、測量調査についての運用は、別表第２による。

改定背景：

「３次元ベクトルデータ作成」及び「３次元設計周辺データ作成」については『ＩＣＴの全面的な活用の推進
に関する実施方針』で定められている各実施要領に基づくこととされており、また、各実施要領において、
「測量調査費」として積算することとされているが、今般、その取り扱いを明確化するため、設計業務等積
算基準書に明記することとした。

業 務

17



令和２年度のBIM/CIM実施方針、件数の推移

＜令和２年度実施方針＞
大規模構造物予備設計からBIM/CIMを適用
前工程で作成した３次元データの成果品がある業務・工事についてBIM/CIMを適用
大規模構造物については、概略設計においてもBIM/CIMの導入を積極的に推進

11 19 10 16 34 54
147

254

21 28
60

87 78

65

107

0

100

200

300

400

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

BIM/CIM活用業務・工事の推移（令和２年３月3１日時点）

76
3840

11

累計事業数(令和元年度末時
点） 設計業務：５４５件 工事：４４６件 合計：９９１件

132121

工事
設計業務

212

361
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原則適用拡大の進め方（案）（一般土木、鋼橋上部）

BIM/CIMの原則適用にむけて

R2 R3 R4 R5

大規模構造物
（全ての詳細設計・
工事で活用）

全ての詳細設計
で原則適用（※）

全ての詳細設
計・工事で原則
適用

全ての詳細設
計・工事で原則
適用（R2「全ての詳細設計」

に係る工事で活用）

上記以外

（小規模を除
く）

―
一部の詳細設計
で適用（※）

全ての詳細設計
で原則適用（※）

全ての詳細設
計・工事で原則
適用― R3「一部の詳細設計」

に係る工事で適用

（※）令和２年度に３次元モデルの納品要領を制定予定。本要領に基づく詳細設計を「適用」としている。

19

○ 令和５年度までの小規模を除く全ての公共工事におけるBIM/CIM原則適用に向けて、段階的に適用拡大。

○ 従前から検討してきた「一般土木」「鋼橋上部」の進め方については、下表を予定。

○ 他工種の進め方、詳細設計より前工程からの３次元データの利活用については、業界団体等とも協議の上、

追って整理。



３次元データ活用やITリテラシー向上に向けた人材育成

【発注者向け実務演習】 【受注者向け実務演習】【総論】

○BIM/CIM活用の目的
〇BIM/CIM活用のプロセス
○BIM/CIMモデルの考え方

等

○ソフトウェアを用いた実務演習
（基準要領に基づくモデル確認）
○監督・検査の留意事項
○VR、AR等を用いた実務演習
（監督検査、安全教育等）

等

○ソフトウェアを用いた実務演習
（基準要領に基づくモデル作成）
○モデル作成の留意事項
（構造物、地形による違い等）
○ソフトウェアについての知識

等

BIM/CIM研修プログラム（案）
webinarによる研修イメージ

（遠隔参加可能）

20

○ 3次元情報の利活用（モデル作成、照査等）ができる人材を速やかに育成するため、全国の地方整備局等の

研修で共通的に使用できる研修プログラム、テキストを作成し、研修人数・回数の規模の増加に対応できる

webinarによる研修等を実施。

○ 今年度４つの地方整備局に整備する人材育成センターの研修については、モデル事務所の事業とも連携し、

AR,VR等の活用など体感型の研修を実施するとともに、民間の業界団体が実施する講習会等との連携につ

いても検討。

○ 併せて、国交省職員のITリテラシーを底上げするための人材育成プログラムを今後実施。
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情報化施工、ICT施工の更なる効果向上のための取り組み展望

〇 ICT施工の更なる効果向上のため、ICT施工も含めた施工全体の作業を鑑み、革新技術
を活用しつつ、全体の最適化を目指す

公共事業企画調整課



TS

クラウドシステム

出来形管理

施工者

現場

無線LAN・５G

人員管理

発注者

MC・MG

工程・品質管理

３次元データ

出来高管理

資機材管理

映像

稼働時間管理

安全管理

TLS

遠隔操作

○建設現場の施工に関するデータは様々なものがあり、今後さらなる活用が見込まれる。
〇現場内のICT施工に係る情報を、標準的なAPIにより関係者が共有・利用できる仕組みを検討。

点群データ

標準API仕様

出来形管理

工程・品質管理
出来高管理

資機材管理

遠隔操作
人員管理

稼働時間管理

安全管理 必要なデータは共有可能
必要なデータは共有可能

ICT施工の拡大～ICT施工におけるデータ連携～

現場内のICT施工に
係る情報を共有
し、全体の最適化
を図る
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公共事業企画調整課



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ＩＣＴ施工の対象工種の拡大に向けた取組

資料－２



平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度

(予定）

i-Constructionに関する工種拡大

○主要工種から順次、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充。

ICT構造物工

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度コンクリート舗装）

ICT浚渫工（港湾）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（浅層・中層混合処理）

ICT付帯構造物設置工

ICT法面工（吹付工）

ICT地盤改良工（深層）

ICT法面工（吹付法枠工）

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工
（港湾）

民間等の要望も踏まえ
更なる工種拡大

ICT路盤工
IＩＣＴ海上地盤改良工
（床掘工・置換工）

1



ICT施工の拡大～構造物工の出来形管理への適用～

契
約
図
書
照
査

契

約

数
量
確
認
・
変
更

床
堀
り

施
工
用
デ
ー
タ
作
成

杭
頭
処
理

◯ 更なる効率化に向け、構造物の出来形管理等へICT施工を拡大するとともに、取得する３
次元データを活用し維持管理分野の効率化を図る。

◯ 今年度中に、3Dデータを活用した構造物の出来形管理に関する要領の整備を目指す

基
礎
材
敷
設
・
転
圧

均
し
C
o
打
設

出
来
形
管
理

出
来
高
管
理

出
来
形
検
査

※フローで囲みがないものは従来手法を想定

起
工
測
量
実
施

足
場
・
支
保
設
置

鉄
筋
加
工
・
組
立

型
枠
撤
去

C
o
打
設
･
養
生

配
筋
確
認

足
場
・
支
保
撤
去

埋
戻
し

○ICT建設機械による３Ｄデータを用い
た構造物の施工管理

○検査の省力化○３Ｄ測量データと３Ｄ設計
データによる施工計画

出来形計測の効率化を検討効率化及び緻密化

BIM/CIMによる
３Ｄ構造物設計

３Ｄ測量による
現況データ

ヒートマップで施工の
結果も表示可能

ドローン、ＴＬＳ、TS等のICTをもちいて
形状取得が可能

施工段階毎の記録実施

PC上で寸法計測

３次元測量を活用し出来形検査の効率化を実現。

システムによる撮影で鉄筋間隔、鉄筋径の
確認が可能
クラウドを活用することで検査結果を遠隔から
リアルタイムに確認

ステレオカメラによる遠隔からの配筋検査

型
枠
設
置

維
持
管
理
・
修
繕

３
Ｄ
設
計
に
よ
る
発
注

法面の崩落等

周辺地形の変化

3Dモデルとの面方向
の差をヒートマップ化

○メンテナンスへの３Ｄデータ活用
維持管理に必要なデータをICT技術を活用し取得
図面や初期形状との曲面の合致度やそこからのゆ
がみ量、・軸線の合致度、下部構造の安定を評価
（沈下、傾斜、側方移動など）

局所的な地盤沈下

橋脚周辺部を含めた
点群データの取得

令和２年度中の
整備を予定
令和２年度中の
整備を予定

関連工種として
整備予定

2



○ICT建設機械に取り付けた加速度計及び走行軌跡により、施工
箇所の密度を測定

○砂置換法による密度管理で実施していた、計測作業及び分析時間
を大幅に短縮 ⇒ 路盤工の生産性が向上

○振動ローラの走行軌跡により、面全体での密度把握が行える。

振動ローラに取付た
加速度応答による
密度解析

Ｒ２年度中の整備を予定

従来の密度管理
（ＩＣＴ路盤工）

加速度応答による密度管理
（ＩＣＴ路盤工）

不陸整正（敷均し）

現場密度試験
(砂置換）

帳票作成 帳票作成

※従来施工の締固め機械はﾏｶﾀﾞﾑﾛｰﾗ及びﾀｲﾔﾛｰﾗ

密度管理
砂置換法

ＩＣＴ施工

◯ 振動ﾛｰﾗに取り付けた加速度計により密度管理することで、効率的な品質管理が可能

◯ 面管理することにより、施工品質の向上が見込まれる

ICT施工の拡大～ICT路盤工（加速度応答による密度管理）～

3

不陸整正（締固め）

下層路盤工（締固め）

下層路盤工（敷均し） 下層路盤工（敷均し）

下層路盤工（締固め）

不陸整正（締固め）

不陸整正（敷均し）

上
層
路
盤
へ
繰
り
返
し



３次元データによる検査

検査

ＩＣＴ海上地盤改良工（床掘工・置換工） 取組イメージ

ICTを用いた施工管理施工量算出

③施工・出来高、出来形計測の効率化 ④ICTの活用による検査の
効率化

①３次元測量
データによる
施工数量の
算出

３次元測量データから帳票自動作
成により書類作成を効率化
実測作業省略による検査効率化

ICT浚渫工
と同様の
起工測量

設計・
施工計画

施工

帳票作成・書面検査

OK

発注者

測量

測量

浚渫工と
同様の
起工測量

設計図（平面図、
断面図）から、施工
数量を算出

音響測深機やレッド等（２次元）での
出来形計測による施工管理

帳票作成、書類による検査、
現地の実測作業

OK

管理項目

ＩＣＴ活用

リアルタイムでの出来形
の可視化や、３次元測量
による出来形計測により
施工管理を効率化

3次元測量結果と
3次元設計モデル
から、正確な施工
量（床掘土量、置
換砂量）を算出

従来施工

発注者

設計図

帳票自動作成

ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑ
による
3次元測量

【床掘】 水深（底面、法面）
【置換】 延長、天端高・幅
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民間等の要望を踏まえた基準の策定・改定

5/19 提案募集

国土交通省 提案者

募集要領作成

7/1～7/27
策定・改定対象確認

（必要に応じて、対象の絞り
込み）

提案された基準類の検証

基準類の策定・改正案作成確認

通知

ＩＣＴ導入協議会の
構成団体・機関※

基準類の提案
概要書

基準類の検討

※学からの提案については
構成団体・機関を通じて提案

○提案・要望受付
・ヒアリング
・策定・改定対象の選定
・策定時期及び新規策定、改定
等取組

基準類素案の提案

8/5 ＩＣＴ導入協議会

ICT導入協議会
基準WG

◯ Ｒ１年度よりＩＣＴ施工の基準に対する、民間提案を募集

◯ 今年度も５月～６月にかけて民間提案の募集を実施
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提案
年度

提案
件数

対応状況・対応方針（R2.7.31現在）
対応済

R2年度内
対応予定

R3年度以降
対応予定基準類

改定
基準類の
改定不要

ICT活用工事実施
要領等にて対応

R1 ２４ ９ １ ４ ４ ６

R2 ２１ － ２ １ ８ １０

・R1年度は24件の提案があり、9件について基準類を改定
・R2年度は21件の提案が有り、8件について基準類の改定を予定
・R2年度は、R1年度の継続対応予定の4件と合わせ、12件の基準類の改定を予定

■民間等からの提案概況及び対応予定

民間等の要望を踏まえた基準の策定・改定
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産学官連携による基準作成の対応方針（案）（１/８ ）

適用 ICT 適用
工種等

提案
区分

提案
年度

提案
団体

提案の概要 要検討内容 対応方針

建設機械の
施工装置位
置履歴（ブ
ル・バックホ
ウ）

土工
（切土）

カイ
ゼン

R1 日建連 ●ICT建設機械の
作業装置（刃先）
の「施工履歴デー
タ」を、出来形管
理データとして活
用する提案

●施工履歴データと出来
形計測データとの比較検
証

●施工履歴の出来形計測
精度の事前確認方法の検
討

Ａ

・「施工履歴データを用
いた出来形管理要領
（土工編）（案）」の新設
を検討

（1）施工履歴データを
用いた出来形管理方
法の基準作成

R1 全建協

R1 JCMA

土工
（盛土）

R2 日建連

建設機械の
施工装置位
置履歴（バッ
クホウ）

土工
適用
拡大

R1 JCMA

●任意の点を作
業装置（刃先）の
三次元座標を用
いて計測、出来形
管理等への適用
拡大を提案

●施工履歴データと出来
形計測データとの比較検
証

建設機械の
施工装置位
置履歴（ロー
ラ）

土工
適用
拡大

R1 日建連

●路体あるいは路
床において、振動
ローラの稼働軌跡
データを、当該路
体･路床の出来形
データとする提案

●技術開発

（重機の傾斜を補正できる
高精度なローラ下面位置
計測技術の開発）

Ｃ

・ICTローラの技術開発
が必要

・実用化された段階で
バックデータの収集を
実施

１．出来形管理に関する提案・要望

出
来
形
計
測

（１）施工履歴データを用いた出来形管理方法の基準作成

対応方針
Ａ：今年度対応（提案技術に実用性が認められると同時に、要領化に必要なバックデータの蓄積が満たされている。
あるいは業界ニーズが高いため今年度から検討に着手するもの）

Ｂ：来年度以降対応（提案技術に実用性が認められるものの、今後要領化に必要なバックデータや現場実績の蓄積が必要）
Ｃ：来年度以降対応（技術が開発段階あるいは検証途上であり、今後実用性等の確認が必要）
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産学官連携による基準作成の対応方針（案） （２/８）

１．出来形管理に関する提案・要望

適用 ICT 適用
工種等

提案
区分

提案
年度

提案
団体

提案の概要 要検討内容 対応方針

空中写真測量
（無人航空機）

法枠工
カイ
ゼン

R2 JCMA

斜面（法面等）に対
してUAV搭載カメラ
を正対させて撮影す
る手法を認める

●現行のUAV写真撮影方法
と精度管理方法は同じであ
るため、既存のバックデータ
から精度を確認 Ａ

・空中写真測量（無人
航空機）出来形管理要
領（案）への追記

（2）UAV写真の斜め撮
影手法の適用

土工
カイ
ゼン

R2 日建連

平面に対してUAV
搭載カメラを斜めに
設置する撮影手法
を認める

●バックデータ収集・計測精
度確認

●斜め撮影の場合のラップ
率の考え方の整理

Ｂ
・今後、データの蓄積
が必要

空中写真測量
（無人航空機）

護岸
工・構
造物工

適用
拡大

R2 日建連

・構造物の出来形
（寸法）管理にUAV
写真の適用を認め
る

●バックデータ収集・計測精
度確認
●「3次元計測技術を用いた
出来形計測要領（案）」の適
用工種に追記

Ａ

・橋脚についてデータ
収集・精度検証を実施
し要領化を検討

（3）点群データを用い
た構造物の出来形管
理手法の基準化

R2 全建協

・将来的な要望とし
て、構造物の面管
理基準を新設し、
UAV写真等の適用
を認める

●バックデータ収集・計測精
度確認

●各工種の面的な出来形の
施工実態を把握
●面管理規格値新設の検討
●「UAV写真出来形管理要
領（構造物編）」の新設を検
討

出
来
形
計
測

対応方針
Ａ：今年度対応（提案技術に実用性が認められると同時に、要領化に必要なバックデータの蓄積が満たされている。
あるいは業界ニーズが高いため今年度から検討に着手するもの）

Ｂ：来年度以降対応（提案技術に実用性が認められるものの、今後要領化に必要なバックデータや現場実績の蓄積が必要）
Ｃ：来年度以降対応（技術が開発段階あるいは検証途上であり、今後実用性等の確認が必要） 8



適用 ICT 適用
工種等

提案
区分

提案
年度

提案団
体

提案の概要 要検討内容 対応方針

地上設置型
レーザース
キャナー 構造物

（橋梁
下部工
等）

適用
拡大

R2 JCMA

・寸法管理が行わ
れている、各種現
場打構造物を、ＴＬ
Ｓで計測した点群
データで出来形管
理する

・点群ﾃﾞｰﾀ納品に
より写真管理省略

●バックデータに基づき
適用可能工種を検討
●「3次元計測技術を用
いた出来形計測要領
（案）」の改定を検討

Ａ

・橋脚についてデータ
収集・精度検証を実施
し要領化を検討

（3）点群データを用い
た構造物の

出来形管理手法の基
準化

空中写真測
量（無人航空

機）
土工

カイ
ゼン

R1 JCMA

・UAV写真計測時、
使用するカメラの
レンズにより、
UAV写真撮影時
の縦断・横断ラッ
プ率を緩和する

●バックデータを蓄積（カ
メラのレンズ仕様・ラップ
率と精度の関係）

●所要の精度が認めら
れる場合は要領（案）に
追記

Ｂ

・今後、データの蓄積
が必要

空中写真測
量（無人航空
機）

舗装工
適用
拡大

R1 日建連 ・舗装の出来形
（面管理）にUAV
写真の適用を認
める

●バックデータを蓄積
（黒舗装・路盤における
精度検証）

●所要の精度が認めら
れる場合は「空中写真測
量（UAV）を用いた出来
形管理要領（舗装工編）
（案）」の新設を検討

Ｂ

・今後、データの蓄積
が必要

R2 道建協

１．出来形管理に関する提案・要望

出
来
形
計
測

産学官連携による基準作成の対応方針（案） （３/８）
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産学官連携による基準作成の対応方針（案） （４/８）
１．出来形管理に関する提案・要望

適用 ICT 適用
工種等

提案
区分

提案
年度

提案団
体

提案の概要 要検討内容 対応方針

無人航空機搭
載型レーザー
スキャナ

土工
カイ
ゼン

R2 日建連

UAVレーザーには2
周波GNSSを搭載す
ることが基準で定め
られているが、
GNSSを搭載してい
ない機体であっても、
SLAM機能を持つ
UAVを許容する

●SLAM機能を用いた場
合の計測精度に関する
バックデータの収集し、所
要の精度を満足する場合、
適用可能技術として要領
等に追記

B

・今後、データの蓄積
が必要

地上設置型
レーザース
キャナー

トンネ
ル

適用
拡大

R2 日建連

・地上設置型レー
ザースキャナーの、ト
ンネル覆工の出来形
（幅・基準高）の断面
管理への適用を認め
る

●バックデータを蓄積（ト
ンネルにおける計測精度
検証）
●「3次元計測技術を用
いた出来管理要領（案）」
の改定（TLSを適用可能
とする）

Ｂ

・今後、データの蓄積
が必要

地上移動体搭
載型レーザー
スキャナー

トンネ
ル

適用
拡大

R1
R2 日建連

・地上移動体搭載型
レーザースキャナー
で、トンネル覆工の
厚さを面的に管理す
る

●バックデータを蓄積
（覆工の出来形計測精
度検証）

●面管理規格値新設
のための覆工の面的な
出来形計測を実施し、
施工のばらつきを把握

●覆工厚さ面管理の規
格値新設・管理基準策
定の必要性を検討する

Ｃ

・面管理規格値新設の
ための検討が必要

・今後、データの蓄積
が必要

出
来
形
計
測

対応方針
Ａ：今年度対応（提案技術に実用性が認められると同時に、要領化に必要なバックデータの蓄積が満たされている。
あるいは業界ニーズが高いため今年度から検討に着手するもの）

Ｂ：来年度以降対応（提案技術に実用性が認められるものの、今後要領化に必要なバックデータや現場実績の蓄積が必要）
Ｃ：来年度以降対応（技術が開発段階あるいは検証途上であり、今後実用性等の確認が必要） 10



適用 ICT 適用
工種等

提案
区分

提案
年度

提案
団体

提案の概要 要検討内容 対応方針

RTK-GNSS、
ネットワーク型
GNSS（UAV
写真測量実施
時の標定点・
検証点設置）

土工
カイ
ゼン

R2 全建協

・標定点・検証点の
設置にRTK-
GNSS,NW型RTK-
GNSSを用いることを
認める。

・検証点の設置点数
低減

●検証点に関する規定は
公共測量作業規定を準用
しているため、早期の変更
は困難

●バックデータを蓄積
（RTK-GNSS等を用いた
基準点計測精度が3級水
準測量等と同等の精度を
有しているか）
●3級水準点測量と同等の
精度があれば「3次元計測
技術を用いた出来形計測
要領（案）」の改定を検討

Ｂ

・今後、データの蓄積
が必要

ステレオ写真
測量（地上移
動体）

土工
適用
拡大

R2 JCMA

・バックホウに搭載し
たステレオカメラを土
工の出来形管理に用
いることを認める。

●バックデータを蓄積（ス
テレオカメラの出来形計測
精度）

●所要の精度を満足する
場合は、「ステレオ写真測
量（地上移動体）を用いた

土工の出 高算出要領
（案）」の改定を検討

Ｂ

・今後、データの蓄積
が必要

産学官連携による基準作成の対応方針（案） （５/８ ）

1．出来形管理に関する提案・要望

出
来
形
計
測

対応方針
Ａ：今年度対応（提案技術に実用性が認められると同時に、要領化に必要なバックデータの蓄積が満たされている。
あるいは業界ニーズが高いため今年度から検討に着手するもの）

Ｂ：来年度以降対応（提案技術に実用性が認められるものの、今後要領化に必要なバックデータや現場実績の蓄積が必要）
Ｃ：来年度以降対応（技術が開発段階あるいは検証途上であり、今後実用性等の確認が必要）
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Ｒ２産学官連携による基準作成の対応方針（案） （６/８）

３．品質管理方法に関する提案・要望

適用 ICT 適用
工種等

提案
区分

提案
年度

提案
団体

提案の概要 要検討内容 対応方針

画
像
に
よ

る
粒
度
度
管
理

画像解析

CSG
ダム
（骨材
粒度）

新技
術

R1 日建連

・画像粒度モニタリン
グで品質管理を行う。

・品質変動を検知した
場合粒度試験により、
粒度を確認する

（一律の抜き取り確認
から、品質変動時の
み粒度試験を実施す
ることを提案）

●従来手法と同等の管理
水準であることが確認で
きる場合は、ダム工事に
おける品質管理手法とし
て試行要領を策定

Ｂ

令和２年度の補正
PRISMで画像解析の
精度等、データを取得
して検証する予定。

その結果により、試行
要領策定を検討する

舗
装
転
圧
温
度
管
理

赤外線式温
度計

舗装工
新技
術

R2 JCMA

・舗装合材の初期転
圧時の温度管理を、
ロードローラに搭載し
た温度センサーによ
る表面温度にて実施
することにより、人力
による内部温度計測
作業を省略する

●バックデータを蓄積（表
面温度・外気温・風速・内
部温度等の関係）

●バックデータに基づき、
表面温度から内部温度を
換算する式と、表面温度
を用いた温度管理手法を
確立

Ｂ

・今後、データの蓄積
が必要

適用 ICT 適用
工種等

提案
区分

提案
年度

提案
団体

提案の概要 要検討内容 対応方針

空中写真測量
（無人航空機）

コンク
リートダ
ム

適用
拡大

R2 日建連

コンクリートダムで打
設するコンクリート数
量の算出に用いる、
岩着部分の形状を
空中写真測量（無人
航空機）で実施する
ことを認める

－

対
応
済

・既存要領で対応済み

（空中写真測量（無人航空
機）を用いた出来形管理要
領（土工編） （案））
・国交省のQ&A等で、岩着部
分の計測に適用可能である
旨周知

２．出来高管理に関する提案・要望

出
来
高
計
測
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Ｒ２産学官連携による基準作成の対応方針（案） （７/８）
４．遠隔臨場についての提案・要望

遠
隔
臨
場

適用 ICT 適用
工種等

提案
区分

提案
年度

提案
団体

提案の概要 要検討内容 対応方針

Webカメラ
臨場（ｺ
ﾝｸﾘｰﾄ
ﾌﾟﾗﾝﾄ）

新技
術

R2 日建連

生コン工場における圧縮強
度試験立会確認業務を、
Webカメラなどを利用した
ICT化を行い、遠隔におい
ても確認できるシステムを
構築することにより、移動
時間が不要とする

・本年度の遠隔立会
の試行現場において
実施を検討
・試行結果のとりまと
め時に試行要領の改
善提案を受け付ける

A

試行段階であり、改
善提案を受ける

Webカメラ
臨場
（基礎
処理工
の削孔）

新技
術

R2 日建連

基礎処理工でのボーリング
削孔長の確認（検尺）を、現
場臨場ではなく、Webカメラ
を用いて事務所のパソコン
画面やタブレットで確認でき
る遠隔臨場とする。

A

試行段階であり、改
善提案を受ける

Webカメラ
臨場
（鉄筋
工）

新技
術

R2 日建連

現場で組立てた鉄筋の配
筋状況を撮影し、その画像
から実際の鉄筋径、配筋間
隔を判定する。
その判定結果をウェブカメ
ラ等で確認できるようにす
ることで遠隔での配筋検査
を実現する。

・技術開発を推進する
・所要の計測精度が
得られるようになった
段階で、バックデータ
とともに報告いただく。
その段階で、出来形
管理への適用を認め
ることを検討する。

B

鉄筋計測システムの
精度を示すデータが
必要

受発注者間
情報共有
ASP

臨場
（全工
種）

カイ
ゼン

R2 日建連

「建設現場の遠隔臨場に関
する試行要領（案）」を適用
した遠隔臨場に加え、遠隔
臨場時に取得した映像を検
査記録と位置づける。

－

対
応
済

・遠隔臨場の試行要
領（案）では、遠隔で
確認済みとなった場
合、記録資料は既に
省略できることになっ
ている

対応方針
Ａ：今年度対応（提案技術に実用性が認められると同時に、要領化に必要なバックデータの蓄積が満たされている。
あるいは業界ニーズが高いため今年度から検討に着手するもの）

Ｂ：来年度以降対応（提案技術に実用性が認められるものの、今後要領化に必要なバックデータや現場実績の蓄積が必要）
Ｃ：来年度以降対応（技術が開発段階あるいは検証途上であり、今後実用性等の確認が必要） 13



Ｒ２産学官連携による基準作成の対応方針（案） （８/８）

５．その他提案・要望

適用 ICT 適用
工種等

提案
区分

提案
年度

提案
団体

提案の概要 要検討内容 対応方針

起
工
測
量
簡
素
化

地上型レー
ザースキャナ
等

土工
（起工
測量）

カイ
ゼン

R2 全建協

起工測量の際に、
樹木等があり、伐
開に時間を要す
るため、面的な起
工測量の着手が
遅れる場合は、通
常の2次元の横断
測量にて代替す
ることを認める

－

対
応
済

●対応済み
・R2より簡易型ICT活
用であれば、起工測量
を従来手法で代替でき
る。（3億円未満、
10,000ｍ3未満の工事
が対象）

面
管
理
規
格
値

・無人航空機
を活用した空
中写真測量
等
・地上設置型
レーザース
キャナー
他

土工
（玉石・
転石）

適用
拡大

R1
R2 JCMA

●土工掘削（面に
よる管理）の出来
形管理基準に、
転石や玉石混じり
の規格値を新設。

（転石・玉石の規格値を緩
和した場合、後工程（吹付
け、ブロック張り等）でのコ
スト増が懸念）

Ｂ

・今後データの蓄積が
必要

建設機械の
施工装置位
置履歴（出来
高・出来形計
測）

土工
（水中
部）

カイ
ゼン

R1
R2 JCMA

●水中部での掘
削工の出来形管
理基準において、
設計下限値無し
の選択は出来な
いか。

●規格値が上下限となっ
ているのは護岸の洗掘防
止等のためと考えられる
（下限規格値の撤廃は困
難）
●水中部の出来形のばら
つきの実態を調査

Ｂ

・今後データの蓄積が
必要

対応方針
Ａ：今年度対応（提案技術に実用性が認められると同時に、要領化に必要なバックデータの蓄積が満たされている。
あるいは業界ニーズが高いため今年度から検討に着手するもの）

Ｂ：来年度以降対応（提案技術に実用性が認められるものの、今後要領化に必要なバックデータや現場実績の蓄積が必要）
Ｃ：来年度以降対応（技術が開発段階あるいは検証途上であり、今後実用性等の確認が必要） 14



【施工履歴データを用いた出来形管理要領（土工編）（案） 】
・ 通常の土工事において、施工履歴を用いた出来形管理を可能にする

■概要
現在、河川浚渫工や地盤改良工などを対象にＩＣＴバックホウの刃先データを用いた
施工履歴データを用いた出来形管理が適用できる状況となっているが、
通常の土工事において、施工履歴データを用いた出来形管理が実施できるように改訂する。

■期待される効果
・出来形計測時間短縮（ＩＣＴバックホウの施工履歴データをそのまま出来形管理に利用）
・面的な出来形確認による、施工の手戻りの防止
※課題：ＩＣＴバックホウの施工履歴計測精度を施工前に確認する手法の検討

合理的な施工履歴データの計測精度確認方法の検討

ＩＣＴバックホウを利用し施工履歴データを取得

（1）施工履歴データを用いた出来形管理方法の基準作成

産学官連携による基準作成の取り組み （Ｒ２年度）

施工履歴データを記録
出来形管理に使用

盛土
法面整形

切土
法面整形

15



UAV写真測量について以下の計測手法を新たに認める
A.カメラを計測対象の斜面に正対させた状態での斜め撮影
B.平面に対してカメラを斜めに構えた状態での斜め撮影手法
※いずれの手法についても計測精度確認は検証点にて実施する

■概要
A.斜面に正対した空中写真を撮影することにより、点群解析時の精度を向上させるよう改訂。
（護岸工・法枠工における運用）

B.斜め向きのみによる重畳撮影画像セットをSfM解析し、従来の要求精度を確保した上で、
高さ方向のパラメータの推定誤差を抑制する測量手法を要領へ反映。（土工・舗装における運用）

■期待される効果
・A.法枠工等、高低差の大きい構造物の出来形計測の迅速化および直立面を有する構造物等の
出来形の計測精度向上

・B.平場を斜めに撮影することにより、高さ方向の精度が向上する。
※課題：地上解像度、ラップ率算出方法等、検証データを含めて検討する必要がある。

従来の空中写真撮影方法
※地表面に対して直角に写真撮影をする。

A.斜面に正対させた状態での撮影
※斜面でも土工平場並みの精度が期待。

B.平面に対し斜めに構えた状態での撮影
※高さ方向の精度向上に期待。

（2）UAV写真の斜め撮影手法の適用

産学官連携による基準作成の取り組み （Ｒ２年度）
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【空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） 】
【3次元計測技術を用いた出来形計測要領（案） 】
・各種現場打構造物における多点計測技術の活用

■概要
各種現場打構造物に対し、多点計測技術（地上型レーザースキャナー、空中写真測量）を
用いて計測した点群データを解析し、従来における寸法管理を実施する手法の基準化

橋脚等の構造物

地上型レーザースキャナーにて、
全体を包括するように計測。

ＵＡＶによる空中写真測量を実施。
構造物を包括する写真を撮影。
※撮影時は水平ではなく斜めに撮影。

橋脚等の構造物
（点群データ）

点群を利用した寸法管理

■期待される効果
・出来形計測時の足場の省略による効率化
・寸法計測時における人工数縮減
（従来作業人数：メジャー2人、写真１人）

点群を利用した面管理

点群データ
を利用した
断面抽出

（3）点群データを用いた構造物の出来形管理手法の基準化

産学官連携による基準作成の取り組み （Ｒ２年度）
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18

ＵＡＶ写真
土工編

地上型ＴＬＳ
土工編

地上型ＴＬＳ
舗装工事編

地上移動体
搭載型ＬＳ
舗装工事編

現状

土工

舗装

各要領の共通事項を整理
し、再編・簡素化

■総則

■様式集

■土工編

■舗装工事編

ＵＡＶ写真

ＴＬＳ

ＭＬＳ

土工共通

舗装共通

ＴＬＳ

共通事項

技術別

各種要領の重複項目・
内容の整理

工種の違い

技術の違い

共通事項

再編・簡素化に関する検討

共通事項

技術別

技術基準のスリム化について～要領再編～

○工種拡大や計測技術の追加により、多くの出来形管理要領（約１１５０頁）がある。

○利用者の読みやすさ、使いやすさ、改訂のしやすさを考慮し、令和３年度向けに技術基
準類の構成を見直し、頁数を約３割（約８００ページ）へ減らしスリム化を図る。
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業団体等からの意見

○ICT施工の普及・拡大のため、関係業団体にICT施工に関するアンケート調査を実施
〇中小企業へICT施工を普及するための課題・提案、ICT施工の拡大要望等について、４９９件
の意見をいただいた。

〇アンケート調査概要

・調査期間 ２０２０年６月２９日（月）～７月２１日(火)

・調査方法 メール

・調査対象者

・回答数 ４９９件

・設問内容

(一社)日本建設業連合会、 (一社)全国建設業協会、 (一社)全国中小建設業協会、
(一社)建設産業専門団体連合会、 (一社)全国建設産業団体連合会、(一社)日本道
路建設業協会、(一社)日本建設機械施工協会、(一社)日本測量機器工業会、(一社)
日本建設機械レンタル協会、 (一社)建設コンサルタンツ協会、 (一社)全国測量設計
業協会連合会、(公財)日本測量調査技術協会 計１２団体

１．中小企業（地方公共発注工事）へのICT施工普及に向けた取組
２．実施要領・積算基準に関する意見・要望
３．ICT施工の新規要望工種及び出来形管理要領の改善要望

1



業団体等からの意見

2

件数

1 費用負担について 45件

・
i-con対応の重機(BH,BD,TR等）は大型なものが多く、単価も通常の重機に比べまだまだ高価であると感じる。小型重機にも対応し単価も下がれば、i-conを使うメリットが
活かされる。

・ 3Dデータの利活用が肝要だが、3次元設計、もしくは出来形評価ソフトが中小企業にとっては依然高価。且つメーカーによってソフト仕様やファイル形式、操作が異なる点
も普及を阻害している。国が主体となり、民間企業開発ソフトウェアとも互換性のある無償の出来形評価ソフトウェア、あるいは設計ソフトウェアの開発を検討してはどう
か。

・ 施工条件、施工量、施工期間によっては（特に）ICT機械費（リース料）等のコストが合わない（高すぎる）（利益が生まれる仕組みになっていない）。

・ 施工機械や人材育成の補助金増大・拡大をお願いしたい。
・ 自治体発注の工事規模は小さく、ICT施工を行うことが費用面で大きな障害となっている。特に高価なICT機器をレンタルし、工期当初からほぼ工期全てに渡って経費を
払い続けなければならないことと、３Dデータの生成が内製化できない為の外注費、施工に当たってのＩＣＴ関連のトラブル等の損失や３Ｄデータ管理等の経費が工事の大
小にかかわらず固定的にかかる面の経費を明確化し対応して頂きたい

2 投資環境（将来見通し）について 7件

・
ICTを取り入れるためには、多大な初期投資が必要。中小建設企業における数年後の公共事業量が不透明な状態で、その投資に踏み切る決断をできないのが現状で
はないか。

・ ＩＣＴ施工が将来どうなるのか、どこを目指しているのか、明確で具体的な目標（目的）を示してほしい。

・
これからはICTの時代と言われて今日に至っているが、実際のところICTを利用した仕事がそこまで出回っていない。そのため、中小企業では力を入れすぎると大きなリ
スクを伴ってしまい消極的な取り組みになってしまう。

3 人材育成について 38件

・ ICTに対応する人材が不足しており、運用管理を行う人材の確保に時間が必要。
・ 全国各地で施工者、発注者を対象に講習会、見学会、シンポジウム等の開催を実施し継続してほしい。

・ 中小企業へのICT実体験講習会の開催頻度を多くしてほしい。

・ ＩＣＴ施工指導者の派遣体制の充実
・ 単にICT機材の確保だけではICTは普及しません。活用のスキル・ICTに精通した人的リソースの充足も必要。人材教育に関しては、資格やCPD単位など指標化できるも
のを創設し、その獲得ポイントに対するインセンティブを設けることが望ましいと考えます。

4 発注機関について 21件

・ 国発注工事の受注機会の少ない企業にとって、市町村発注工事での普及拡大が重要であるが、受注者側がICT施工を希望しても変更協議に応じてくれないのが現状で
あり、市町村レベルでの導入に向けた積極的な取組が必要。

・ 特記仕様書にICT施工を促進するような文章を記入してほしい。県や市の公共事業では特記仕様書に記載がないことから業者側から提案することが困難である。
・ 小規模工事の多い地方自治体発注工事では、そもそもICT施工を求めていない工事が多い。発注者側が予算を持った中でICT施工を義務付けして発注し、受注者側の
身の丈に合った施工に対応する必要がある。

・ 普及を目指すには、「受注者希望型」ではなく、「発注者指定型」の発注を増加させたほうが良い。

ICT施工に関する主なご意見・ご要望



業団体等からの意見

3

件数

5 3次元設計について 19件

・ ３次元設計データの作成に時間とコストがかかり、ICT施工に挑戦しにくいことから、発注時に３次元設計データの提供があれば取り組み易いと思う。

・ 3次元起工測量、3次元設計データの作成等は、取扱うソフトウェア操作方法の習得と、その人材を確保・育成することが必要。しかし中小規模の工事では人材確保もま
まならず、会社のバックアップが得られない場合もある。3次元設計データの作成が出来ればICT建機による施工は可能なため、3次元設計データの作成までの労力の負
担軽減もしくはバックアップが必要。

・ 設計ﾃﾞｰﾀ作成費を初回も変更時もきちんその都度計上してほしい。しても着手前の準備に時間と費用がかさむばかりでメリットを感じない。
・ 3次元設計（ＢＩＭ／ＣＩＭ）実施に向けて、工事業者のみのＩＣＴ化ではなく、測量・設計業者も巻き込んだ体制を地方に構築することを目的とする。

3次元設計データの作成と納品において、手軽で汎用性のある簡易的システム（ソフト開発）にすれば普及が進むと思われる。

6 工事成績・入札時の加点等のインセンティブについて 15件

・ ICT施工を行った場合のインセンティブを総合評価等に反映してほしい。特に自社で対応した場合と外注に出した場合で段階をつけてほしい。
・ ICT技術者などの資格の制定。一般的に普及させるためには、ICT技術者などの公的資格を作って、資格保有者に対して待遇改善を行う。または、ICT機器を購入す際
の補助金応募の要件として、ICT技術者を有している会社に限定するなど。今までは、ICT工事を行うことに対して入札時の加点（インセンティブ）があったが、入札要件で
ICT技術者資格を保有しているかどうかの加点とする等。

・ 土工量のすくないⅡ型においても、Ⅰ型のようにICT活用に対して行う意向を示している業者に対しては、入札時加点をしていただきたい、手上げの際は5つプロセスの
部分採用を要望します
会社として初回（または２～３回目まで）のICT活用工事の場合、施工計画書の提出までの期間を受注後1.5ヶ月などに延長する等の対策をして、チャレンジしやすくして
欲しい⇒初めての場合、どうしても勝手が分からず手間どうことも多い為。

・ 竣工時の工事成績について部分採用で１点、フル採用で２点、というルールの再考を要望します。⇒５ステップあるのだから、単純に全てで５点（2.5点）、建機のみで１点
(0.5点）など採用数に比例する様にして欲しい。　全てのSTEPを活用しなくとも、部分活用を認めて欲しい。現場にマッチした条件４つ以上採用でICT活用工事と認める等
が考えられます。

7 新規工種要望等について

・ 基礎工　　掘削精度、着底管理は地盤改良工が参考になり、省力化が期待されます。
・ トンネル工　　レーザースキャナーによる出来形計測の試行が行われており、出来形計測の部分的な項目でもICT施工の対象とすることで効率化が図れると考える。
・ 舗装工
舗装の密度試験のICT検査の確立が望まれる。舗装工事では、新設舗装にコア孔を開けて密度検査を行っているが、橋梁では孔開けできず施工量より計算している。橋梁で問題
無いなら計算だけで良く、問題あるなら、不確実でも何か新たな計測方法が必要ではないか？可能であれば、コア孔を開けず非接触方式で効率の良い施工管理方法を検討頂き
たい。

・ 砂防工
近年、砂防工の重要性が見直されている中、現況把握や被災状況、復旧に際してデジタル化されたデータになっていれば対応が早く、作業も迅速化されると思う。

・ 伐木除根工　　空撮による起工測量を行えば、立木範囲が容易に確認可能。また、伐木除根後の空撮で、作業の完了も確認可能である。
・ 砂防堰堤　　構造物自体に勾配がついており、既存の点群処理ソフトで対応できるため、容易に取り組める（出来形評価）。

・ 管工事　　管工事の床堀に、ICT技術活用のICT土工を適用する。（勾配計算が軽減され、生産性向上が望める。）
・ 構造物点検(コンクリートクラック調査など）　　手間も時間も費用もかかるため。

・ 安全対策

センサ、画像処理等を用いた立入り検知システムが普及し始めた中で、更なる普及を目指し建設現場での当たり前の設備となるように期待します。
・ その他　「災害対応・復興支援・地積測量」などを要望します。

ICT施工に関する主なご意見・ご要望
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ICT施工における安全対策

資料－５



安全施工に関するアンケート結果

2

施工現場にICT施工を導入することにより、現場作業員が減るため現場の安全性は向上していると推測される。
しかし、ICT建設機械を導入することで、新たな危険要因が生じていることも予想されることから、ICT建設機械
のオペレータを対象にアンケートを行い、ICT施工特有のリスク要因の抽出を行った。

◆アンケート内容
対 象：ICT建設機械（MCバックホウ、MGバックホウ）のオペレータ（各78人）
確認事項：ICT建設機械を操作中に経験したヒヤリハット状況

＜目的＞

＜アンケート結果＞
生じたヒアリハットのうち、「車載モニタを注視することに起因するヒヤリハット」が多くを占めている。
その他、MCバックホウにおいては、「自動制御に必要な3DデータやICT機器の設定ミスによるヒヤリ
ハット」も一定あることが判明。

123件
※複数回答あり

107件
※複数回答あり



テーマ設定型「建設機械の安全対策に関する技術」
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テーマ設定型（技術公募）とは、直轄工事等における現場ニーズ・行政ニーズ等に基づいて設定した技術テーマ
について、技術の要求水準（リクワイヤメント）を整理したうえで、民間技術開発者等から技術公募を行い、同一
条件下の現場実証等を経て、個々の技術の特徴を明確にした資料（技術比較表）を作成・公表する新技術の活
用促進の方法で、設計や現場での技術比較の参考資料として活用されることを目的としている。

【テーマ】
「建設機械の安全対策に関する技術」

【適用範囲】
「土工機械起動時」に「搭乗式のドラグ・ショベル及びローラと、人／物の接触危険性がある場合」において、静止している人／
物を検出し、警報または機械の起動・作動の停止に係る安全補助装置に適用。

【機能要求】
●運動動作支援機能：機械と人／物の接触危険性がある場合において、静止している人／物を検出し、視覚的または聴覚的
な信号で運転員に警報を提供し、運転員が接触を回避するための運動動作を促すことが可能な機能。
●運動動作介入機能：機械と人／物の接触危険性がある場合において、静止している人／物を検出し、衝突の防止または回
避作動を自動的に提供し、運転員が接触を回避するための運動動作に介入することが可能な機能。

＜概要＞

＜今後の検討の流れ＞
R2. 7月 要求事項（リクワイヤメント）（案）、試験方法（案）に対する意見募集
R2. 9月頃 要求事項を満たす技術の公募
R2.11～12月頃 公募技術の現場実証
R3. 3月頃 技術比較表の作成・公表



【参考】R1年度建設業における死亡事故状況
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＜全産業における建設業の事故による死亡者数状況＞

＜建設業における死亡事故の要因＞

近年、労働災害における事故による死亡
者数は減少しているものの、平成31（令和
元）年の死亡者数をみると、建設業の占め
る割合は約32％（269人）と、全産業の
なかで最も多い。

（参考）
H30 全産業 909人 建設業 309人
H29 全産業 978人 建設業 323人

【考察】 建設業での死亡事故は依然として多く、その中でも建設機械に起因する事故が多い。

建設業,
(269人)
32%

第三次産業, 
(240人) 28%

製造業, 
(141人)

17%

陸上貨物運送事
業, (101人)…

林業,(33人) 4%

農業,畜産,水産業,
(30人) 4%

交通運輸事業, …
鉱業, (10… 港湾運送業,

(7人)1% N=845

墜落・転落, 
(110人)41%

崩壊・倒壊, 
(34人)
13%交通事故,

(27人)10%
激突され,(26人)10%

飛来・落下,(18人) 7%

はさまれ・巻き込まれ,
(16人)6%

高温・低温物との接触,(10人) 4%

転倒, (6人)2% おぼれ, (4人)1% その他,(12人) 
7% N=269 建設業において、建設機械が関与する死

亡事故は、「激突され（26人）」「はさま
れ・巻き込まれ（16人）」は約16％（42
人）を占める。

（参考）
H30 48人（激突され 18人、はさまれ・

巻き込まれ 30人）
H29 51人（激突され 23人、はさまれ・

巻き込まれ 28人）

※厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課
平成31年/令和元年における労働災害発生状況
ﾃﾞｰﾀより

※厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課
平成31年/令和元年における労働災害発生状況
ﾃﾞｰﾀより
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建設施工におけるパワーアシストスーツ
導入に関するWGについて
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近年、造船、農業、物流等では、人間拡張技術のうち、パワーアシストスーツの活用事例が増加。
参考：パワーアシストスーツの世界市場（出荷台数ベース）は約158.6千台

（平成30年度 特許出願技術動向調査-パワーアシストスーツ-、特許庁 より）
建設施工の分野にも応用可能な技術があるが、その活用効果が明確ではなく普及には至っていない。
喫緊では、新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置として、建設現場における「３つの密」を回避すべ
く、熟練技能のデジタル化を実現するデジタルトランスフォーメーション（DX）を推進。
建設産業の労働者の高齢化の問題は依然としてあるところ、令和6年度から建設業の時間外労働の上
限規制が適用開始され、ますます働き方改革、生産性向上のニーズは高まる。

建設施工におけるパワーアシストスーツ導入に関するWGについて

【本WG設置の背景・目的】

パワーアシストスーツの活用効果等について定量的に評価可能な指標を示し、現場実証を行うことで、
早期社会実装に向けて環境整備を推進。

https://www.hal-care-support.jp/ より引用

CYBERDYNE社
HAL腰タイプ作業支援用

人力施工の事例 パワーアシストスーツの事例
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i-Construction委員会 ＩＣＴ導入協議会
建設施工におけるパワーアシストスーツ導入に関するワーキンググループ

設置規約（案）
【目的】
第１条 i-Constructionが目指す生産性向上、働き方改革、並びに多様な主体による持続可能な建設業の実現に向けて、他産業での実用化が進むパワーアシストスーツについて、
建設現場への円滑な導入を図るため、産学官の関係者が一堂に会する「建設施工におけるパワーアシストスーツ導入に関するワーキンググループ」（以下、「本ＷＧ」という。）を設
置し、その活用効果等に関する定量的な評価指標や現場実証手法を提示するとともに、将来に向け、我が国として取り組んでいくべき技術開発や制度整備等について議論し、パ
ワーアシストスーツの早期社会実装の支援を行うことを目的とする。
【役割】
第２条 本ＷＧの役割は、建設施工におけるパワーアシストスーツの導入に関して、以下について助言を行う。
・パワーアシストスーツの適用効果が見込まれる具体的な作業内容（ユースケース）、評価手法等に関する事。
・その他、必要な事項
【構成】
第３条 本ＷＧの委員は、各専門分野の学識者（別紙１）とし、国土交通省が委嘱する。
２ 委員の任期は１年以内とし、再任を妨げない。
３ 本ＷＧにＷＧ長を置き、本ＷＧに属する委員のうちから、事務局が指名する。
４ ＷＧ長に事故があるときは、本ＷＧに属する委員のうちから事務局があらかじめ指名するものが、その職務を代理する。（副ＷＧ長）
５ ＷＧ長は、本ＷＧの議事を整理する。
６ 本ＷＧの開催については、定足数は設けない。
７ 学識者を除く各委員は、やむを得ない事情によりワーキングを欠席する場合、代理を以てその任に充てることができる。
８ 本ワーキングの事務局を国土交通省総合政策局公共事業企画調整課に置く。
【議事の公開】
第４条 本ＷＧは、原則、公開するものとする。ただし、特段の理由があるときは、本ＷＧを非公開とすることができる。
２ 前項ただし書の場合においては、議事要旨を公開するものとする。

３ 前２項の規定にかかわらず、本ＷＧ、議事要旨の公開により当事者若しくは第三者の権利若しくは利益又は公共の利益を害するおそれがあるときは、本ＷＧ、議事要旨の全部
又は一部を非公開とすることができる。
（設置 令和２年８月５日）

（別紙１）
建設施工におけるパワーアシストスーツ導入に関するワーキンググループ

委員名簿

小林 泰三 立命館大学理工学部都市システム工学科 教授（副ＷＧ長）
建山 和由 立命館大学理工学部環境都市工学科 教授
永谷 圭司 東京大学大学院工学系研究科総合研究機構i-Constructionシステム学寄付講座特任教授
西尾 真由子 筑波大学システム情報系構造エネルギー工学域 准教授
松尾 亜紀子 慶應義塾大学機械工学科開放環境科学専攻 教授
油田 信一 芝浦工業大学 SIT総合研究所 客員教授（ＷＧ長）

五十音順，敬称略

WG設置規約（案）及び委員名簿について
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【委員（学識者）】
○立命館大学理工学部都市システム工学科 教授 小林 泰三
○立命館大学理工学部環境都市工学科 教授 建山 和由（ICT導入協議
会議長）
○東京大学大学院工学系研究科総合研究機構i-Constructionシステム学
寄付講座 特任教授 永谷 圭司
○筑波大学システム情報系構造エネルギー工学域 准教授 西尾 真由子
○慶應義塾大学機械工学科開放環境科学専攻 教授 松尾 亜紀子
○芝浦工業大学 SIT総合研究所 客員教授 油田 信一（WG長）

【関係団体】

○（一社）日本建設業連合会 土木工事技術委員会 土木情報技術部会副
部会長 佐藤 郁
○（一社）全国建設業協会 建設生産システム委員会委員 谷黒 克守
○（一社）建設産業専門団体連合会 玉石 修介
○（一社）全国建設産業団体連合会 専務理事 竹澤 正
○（一社）日本道路建設業協会 舗装企画課長 加藤 卓宏
○（一社）日本建設機械施工協会 元村 亜紀

○（一社）建設コンサルタンツ協会 技術部会 統括技術委員会 副委員長
加藤 雅彦
○（一社）日本建設機械レンタル協会 守 栄一
○（一社）全国測量設計業協会連合会 理事 佐々木 義文
○（一社）日本ロボット工業会 技術部 三浦 敏道
○（一社）日本ロボット学会 副会長 村上 弘記、事務局長 細田 祐司
○ やんちゃな土木ネットワーク 大矢 洋平
○ ロボット革命・産業IoTイニシアティブ協議会 北村 篤史

【行政機関】
○国土交通省

・総合政策局公共事業企画調整課施工安全企画室 室長 新田 恭士（事
務局長）
・大臣官房技術調査課 建設生産性向上推進官 廣瀬 健二郎
・大臣官房公共事業調査室 箱田 厚
・総合政策局技術政策課技術開発推進室 室長 伊崎 朋康
・水管理・国土保全局 河川計画課 河川情報企画室 室長 平山 大輔
・道路局国道・防災課 技術企画室 室長 森下 博之

・国土技術政策総合研究所社会資本マネジメント研究センター施工高度化
研究室 室長 山下 尚

・国土技術政策総合研究所社会資本マネジメント研究センター社会資本シス
テム研究室 室長 関 健太郎

○（国研）土木研究所 技術推進本部先端技術チーム 上席研究員 森川
博邦

【オブザーバー】
○農林水産省大臣官房政策課技術政策室
○経済産業省製造産業局産業機械課ロボット政策室
○新エネルギー・産業技術総合開発機構 ロボット・AI部 主査 安川 裕介

【講演者】
○CYBERDYNE（株） 代表取締役社長/CEO 山海 嘉之
○特許庁 審査第二部 生産機械 審査官 貞光大樹
○北海道大学大学院 情報科学研究院 田中孝之 准教授

i-Construction委員会 ICT導入協議会
第１回 建設施工におけるパワーアシストスーツ導入に関するWG参加者名簿

第１回WG参加者名簿
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試行内容（概要）の紹介

建設現場の生産性を飛躍的に向上するための
革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト（追加公募）
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令和２年度 試行案件一覧（技術Ⅰ:6件）

• 技術Ⅰ：第５世代移動通信システム等を活用して土木又は建築工事における
施工の労働生産性の向上を図る技術

No コンソーシアム 試行場所 工種

1 西松建設、カナモト、浅草ギ研、ジオマシンエンジ
ニアリング

国道5号新稲穂トン
ネル トンネル

2 清水建設、法政大学、Create-C、シャープ 秋田県大仙市杉山
田 樋門

3 沼田土建、日本マルチメディア・イクイップメント、
立命館大学

国道17号
（群馬県渋川市～
新潟県湯沢町）

道路維持管
理

4 淺沼組、関東建設マネジメント、北海道大学、
東海国立大学機構、ロゼッタ、ミオシステム 国道51号神宮橋 橋梁下部

5 大林組、日本電気、酒井重工業 静岡県御殿場市 土工

6 加藤組、日立建機日本、西尾レントオール 国道2号安芸バイパ
ス 土工
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技術Ⅰ：第５世代移動通信システム等を活用して施工の労働生産性
の向上を図る技術①

コンソーシアム： 西松建設、カナモト、浅草ギ研、ジオマシンエンジニアリング

試行場所： 国道5号新稲穂トンネル

No1

コンソーシアム： 淺沼組、関東建設マネジメント、北海道大学、東海国立大
学機構、ロゼッタ、ミオシステム

試行場所： 秋田県大仙市杉山田

コンソーシアム： 清水建設、法政大学、Create-C、シャープ

試行場所： 国道51号神宮橋

・コンクリート施工における打設作業の労働生産性の向上を図る。
・作業者のモニタリングデータを収集し、生産性や品質との相関を分析評価し、

５Ｇ通信等の導入効果を明らかにする。

コンソーシアム： 沼田土建、日本マルチメディア・イクイップメント、立命館大学

試行場所： 国道17号（群馬県渋川市～新潟県湯沢町）

道路維持管理業務の効率化のため以下の技術を試行する。
・車載の360度カメラ＋VRを用いた遠隔臨場で、作業・検査を効率化する
・車載映像から特定箇所の画像を抽出、AI等で解析し異常等を認識する
・IoT通信により各種センサー情報を元にAI等で解析し除雪作業を効率化する

No2

No3 No4

・山岳トンネル工事の掘削ずり搬出作業に使用されるホイールローダーに対して、
ローカル5G通信技術と遠隔操作システム等で構成される新たな遠隔施工技術
を導入しホイールローダーの遠隔操作効率を向上させることにより労働生産性
の向上を図る。

・データプラットフォーム（Ai-PLATS）の活用により、現場映像や工程管理、条件
変更等を遠隔地と情報共有するとともに設計資料等の閲覧を可能とする。

・施工管理実績は、データとして保管し次世代へ継承する。

AIを用いた関節単位の挙動分析

プラットフォームデータのARによ
る表示（イメージ図）

データ閲覧状況（試作機によるテスト）

コンクリート打設作業の最適化
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試行場所： 静岡県御殿場市

No5

・5G通信で重機土工（土砂積込、運搬、敷き均し、転圧）の遠隔操作を行うこと
で、従来のWifiや4G通信での遠隔操作に比べて作業効率を向上する。また、
レーザースキャナのリアルタイム解析技術を併用し、出来形の高精度で迅速な
計測を行う事により、検査を省力化する。

試行場所： 国道2号安芸バイパス

コンソーシアム： 加藤組、日立建機日本、西尾レントオール No6コンソーシアム： 大林組、日本電気、酒井重工業

技術Ⅰ：第５世代移動通信システム等を活用して施工の労働生産性
の向上を図る技術②

5G基地局

5G基地局

自動運転

移動操縦室
現場管理システム

（クラウド）

・複数の建設機械を操縦できる遠隔操縦装置により、盛土工程における敷き
均し～締固め～法面整形の一連工程を1人のオペレータで操縦可能とし、省
人化および工数削減を図る。遠隔操縦に当たっては、映像情報に加え、施工
目標や爪先位置などの情報をAR技術で提示し、操作支援をおこなう。

レーザースキャナによる出来形計測
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令和２年度 試行案件一覧（技術Ⅱ:10件）

• 技術Ⅱ：データを活用して土木工事における品質管理の高度化等を図る技術

No コンソーシアム 試行場所 工種

7 清水建設、シャープ 東北中央自動車道 東根川橋
国道45号 新思惟大橋 橋梁上部

8
成瀬ダム堤体打設工事鹿島・前田・竹中
特定JV、前田建設工業、大成建設、日
本ダム協会

成瀬ダム ダム

9 前田道路、法政大学、三菱電機エンジニ
アリング 国道115号 相馬福島道路 舗装

10 鹿島建設、三菱電機、三菱電機エンジニ
アリング、建設システム 東京外環中央JCT北側ランプ 函渠

11 JFEエンジニアリング、ACES 中部横断自動車道 塩之沢川橋 橋梁上部

12 大成ロテック、大成建設、ランドログ、ソイル
アンドロックエンジニアリング、日本ゼム 国道138号 御殿場バイパス 舗装

13 三井住友建設、日立ソリューションズ 静岡県島田市菊川 橋梁上部

14
大成建設、成和コンサルタント、横浜国立
大学、パナソニックアドバンストテクノロジー、
ソイルアンドロックエンジニアリング

天ケ瀬ダム トンネル覆
工

15
IHIインフラ建設、オフィスケイワン、アイ
ティーティー、インフォマティクス、フォトラクショ
ン

国道９号 湖陵多伎道路 橋梁上部

16 東洋建設、GNN Machinery Japan 高知市春野町
高知市長浜

突堤
護岸
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コンソーシアム： 清水建設、シャープ

試行場所： 東北中央自動車道 東根川橋、国道45号 新思惟大橋

No7

・3眼カメラにより配筋撮影画像を解析し、縦・横方向の鉄筋径や間隔、本数を
計測する。
・発注者、施工会社などと検査結果をクラウドで共有することで、品質検査業務
の効率化を図る。

コンソーシアム： 鹿島建設、三菱電機、三菱電機エンジニアリング、
建設システム

試行場所： 成瀬ダム

・ステレオカメラによる配筋撮影画像を解析し、鉄筋径、鉄筋間隔、本数などを自
動計測するとともに、フィールドにおける耐環境性を向上させる。
・市販の施工管理ツールとの連携により、設計値の取り込みから検査帳票の出
力までを効率化し、検査結果を関係者で共有できるクラウドシステムを構築する。

コンソーシアム： 成瀬ダム堤体打設工事鹿島・前田・竹中特定JV、前田建
設工業、大成建設、日本ダム協会

試行場所： 東京外環中央JCT北側ランプ

・当該現場の工区毎に設置した2種類の代替試験装置により材料を連続撮影し、
画像解析により粒度分布を推定する。

・従来法による試験頻度を低減するため、代替手法による管理手順・校正手法
を検討して実施要領・基準案を策定する。

コンソーシアム： 前田道路、法政大学、三菱電機エンジニアリング

試行場所： 国道115号相馬福島道路

・３Ｄレーザースキャナを重機に搭載し、路床や路盤の出来形点群データを取得。
現場でリアルタイムにデータを処理後、設計データと比較して面管理を行う。

・データ処理や判定の迅速化、書類の簡素化を図るとともに、監督員と設計
データ及び処理結果をクラウドで共有することで、出来形管理の高度化を図る。

No8

No9 No10

技術Ⅱ：データを活用して品質管理の高度化等を図る技術①

システムによる配筋検査

測定概念図

撮影設備
粒径判別

Wi-fi
自動追尾型TS

クラウドシステム

3次元点群データ、現場写真、 ヒートマップ

計測装置
（3Ｄレーザースキャナ）

クラウドシステム

3次元点群データ、現場写真、 ヒートマップ

設計値

実測値

検査情報の入力 検査結果の出力

検査写真

検査帳票作成 配筋検査 検査結果共有

情報共有用クラウド

利用イメージ 計測結果画面 検査帳票イメージ
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技術Ⅱ：データを活用して品質管理の高度化等を図る技術②

コンソーシアム： JFEエンジニアリング、ACES

試行場所： 中部横断自動車道 塩之沢川橋

No11

・橋梁の床版や壁高欄の立体的な配筋の鉄筋間隔を自動計測する。また、壁
高欄配筋計測のための撮影ロボットの開発や撮影方法の検証を行う。

コンソーシアム： 大成建設、成和コンサルタント、横浜国立大学、パナソニッ
クアドバンストテクノロジー、ソイルアンドロックエンジニアリング

試行場所： 国道138号御殿場バイパス

・過年度試行のクラウド型管理システムをベースとし「画像からスランプ値全数を
ＡＩ判定する技術」を用いて、普通スランプの他、「中流動・高流動」や「高強度」
など幅広いコンクリートへの適用に向けた試行及びシステム改良を実施。

・現場実装のための基準改定に向け、全数調査時の管理基準を検討する。

コンソーシアム： 大成ロテック、大成建設、ランドログ、
ソイルアンドロックエンジニアリング、日本ゼム

試行場所： 天ケ瀬ダム

・RI計測器を転輪機構に搭載した「転輪型RI」を振動ローラーに搭載し、走行しな
がら連続して締固め度を計測する。

・計測結果はリアルタイムで共有し、計測から帳票作成まで自動化させる。

コンソーシアム： 三井住友建設、日立ソリューションズ

試行場所： 静岡県島田市菊川

・奥行き方向を計測できるカメラを搭載したタブレット等で鉄筋を撮影し、鉄筋径・
鉄筋間隔を自動計測する。
・デジタルカメラ撮影画像と、奥行き情報を取得するデプスカメラの撮影画像を
解析し、リアルタイムで計測結果をタブレットへ表示する。

No12

No13 No14

ウェブカメラ

生コン車 画像解析とＡＩにより
スランプ値を推定

コンクリートスランプの全数測定
スランプ測定の適用範囲拡大

＜デプスカメラ画像＞＜デジタルカメラ画像＞ ＜出力結果＞

＜デプスカメラ＞
奥行きの情報を取得する深
度センサーがついたカメラ

デジカメ（RGBカメラ）と
デプスカメラとの2つの
カメラで取得した情報
を用いて鉄筋径と配筋
間隔の計測を行う

高解像度カメラ+LiDARカメラ等

移動撮影設備等

画像認識ＡＩ

AIによる計測処理
検査結果の見える化

※撮影設備画像はイメージ
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技術Ⅱ：データを活用して品質管理の高度化等を図る技術③

コンソーシアム： IHIインフラ建設、オフィスケイワン、アイティーティー、
インフォマティクス、フォトラクション

試行場所： 国道９号湖陵多伎道路

No15

・デジタルカメラで撮影した鉄筋画像データをPCに取り込み配筋測定を行う。AI
技術により、設計図の配筋検査箇所の特定と設計値の抽出を行う。
・BIM/CIMモデルをMRデバイスに取り込み、配筋や型枠の出来形とCIMモデル
を重畳しながら品質の遠隔検査を実施。検査記録を属性情報として付与する。

試行場所： 高知市春野町、高知市長浜

コンソーシアム： 東洋建設、GNN Machinery Japan

・アジテータ車にプローブセンサー、タブレット等を設置し、アジテータ車毎のスラ
ンプ、温度、積載量、位置情報等をリアルタイムに取得可能。

・取得したデータは車両外部に設置した表示装置だけでなく、遠隔地に設置した
PC、タブレットにおいても随時確認可能。

No16

「BIM/CIMを活用した品質検査」のイメージ

②コントロールユニット
③ソーラーパネル

⑥タブレット

⑤ I/O box④ディスプレイ①センサー

システム構成

生コン情報のリアルタイム表示


